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内容
•第7次エネルギー基本計画（原案）の概要
• GX以降の気候・エネルギー政策
•第7次エネルギー基本計画の問題点
•再エネ100％化に向けて
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第7次エネルギー基本計画（原案）の概要
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第7次エネルギー基本計画素案
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https://www.enecho.meti.go.jp/category/ot
hers/basic_plan/pdf/20211022_03.pdf

第6次エネルギー基本計画



第7次エネルギー基本計画 ⇒GXビジョン
第7次エネルギー基本計画
（原案）
2040年度
•原発 2割
•再エネ 4〜5割
•⽕⼒ 3〜4割
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第6次エネルギー基本計画

2030年度
•原発 20〜22％
•再エネ 36〜38％
•⽕⼒ 41％

10年間で殆ど同じ
トランスフォーメーション無し
GXの正体は原発・⽕⼒の維持



GX以降の気候・エネルギー政策
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GX以降の環境・エネルギー政策の構造

エネルギー基本計画

温暖化対策計画

GX推進計画

前提・根拠

経産省

環境省

政策/計画の先取り

経産省による実質⽀配

反映 ※都合良く使い分けられる



経産省による気候・エネルギー政策⽀配
• 2022年に⾸相決裁で⽴ち上げられたGX実⾏会議が、GX推進計画を
定める。
• GX実⾏会議は法定の会議体ではない。また、同会議は少数の「構成
員」からなるもので、オープンな政策決定の場になっていない。⽇
本の審議会（総合資源エネルギー調査会）は審議プロセスに問題が
あるとされているが、その審議会の体裁すらとっていない。
• GX実⾏担当⼤⾂は、経済産業⼤⾂が兼ねている。GX実⾏会議で議
論・決定される事項が、エネルギー政策や気候政策を先取りするこ
とが多い。
• 実質的に、GX実⾏会議は、経済産業省が気候政策、エネルギー政策
を⽀配するための道具になっている。
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⽇本のエネルギー政策と問題点
• ⽇本のエネルギー政策は、「エネルギー基本計画」に集約される。

• およそ3年に1度閣議決定される法定計画
• 全てのエネルギー政策の基礎となる。

• OCCTOの業務規定その他で、常に参照されていく。

• エネルギー基本計画は、議論が表にでてきたときには、利害調整が
された内容になっており、審議会によって基本的⽅向性が変更され
ることはない。
• 影響

• OCCTOのマスタープラン（2023年）、再エネ促進に関する諸制度、電⼒市
場改⾰、その他にも直接影響がある。

• 今回のエネルギー基本計画上の⽬標は⻑期的に「⽬指すべき⽬標」ではなく、
上限＝「天井（シーリング）」である。
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第7次エネルギー基本計画の問題点
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① 再エネに関する規定
• 2040年⽬標が⾮常に⼩さい。（発電量の再エネ⽐率4〜5割）
• 主⼒電源として最⼤限導⼊（主⼒電源：7回登場）

• 「国⺠負担の抑制」（国⺠負担：5回登場）「統合コストの最⼩化」（1回）
• 統合コスト：コスト検証WG(2024)での扱い、計算⽅法が問題。システム転換の視点が全
くない。

• 再⽣可能エネルギーの⽂脈でのみ「国⺠負担」が登場。

• 「柔軟性」
• 柔軟性に関する規定がない。したがって、柔軟性を増加させるという視点がない。
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2040年、再エネ⽐率4〜5割は野⼼的か？
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https://ec.europa.eu/eurostat/statistics-
explained/index.php?title=Renewable_energy_statistics

• EUは、2023年に45.2%
を達成。
※2024年は48％を達成。

• 再エネ比率4～5割は、
日本だけ時の流れを20
年近く止めるもの。

• 日本の2040年目標は、
再エネの天井（シーリ
ング）となる。
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EU-27カ国の再エネ化⽬標と現状
• EUは、エネルギー消費
の再エネ比率24．1％
（2023年）を達成

• 2030年のエネルギー消
費の再エネ比率目標が
42.5％。

※ 日本は、2040年の電
力の再エネ比率目標が40～
50％。エネルギー消費の再
エネ化については目標無し。



② 原⼦⼒に関する規定
• 「3E＋S」を全て満たすバラ⾊のエネルギーとして規定

• 準国産エネルギー源、安定供給性、⾃律性が⾼い電源、他電源と遜⾊のない
コスト⽔準、変動もすくない（※コストの変動のこと？）。安定的に発電可
能、脱炭素電源。

• 第1次エネルギー基本計画とほとんど変化がない。＝変えるつもりがないよ
うだ。

• 安全性に懸念、核燃料を海外に依存、建設コスト・核燃料サイクルコスト、
原発事故による国⺠負担が⾮常に⼤きいことは最低限書くべきこと。
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② 原⼦⼒に関する規定
• 「原発依存度のできる限りの低減」から「最⼤限利⽤」「必要な規模を持続的に活⽤」へ

※「電⼒需要増加」と原発は直接結びつくものではない。にもかかわらず、これらを無前提に直接結びつ
けているのが特徴。

• 電⼒需要は増加する
• 原発こそが、電⼒需要に対応しうるものである という命題は必ずしも成⽴しない。逆のことも当然⾔える。
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③ ⽕⼒発電に関する規定
• 発電容量の維持・確保

• ⽕⼒発電への⽔素・アンモニア・CCUSの活⽤

※ これらはポテンシャルが最も⼩さく、コストが最も⾼いオプション。
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⽕⼒廃⽌の視点がない。



④ 運輸（⾃動⾞）
• ⾃動⾞交通（内燃機関）に関する達成⽬標がない

• 2030年度までにバイオエタノール濃度10％の「低炭素ガソリン」の供給開始
をめざす。

• 2040年度から最⼤濃度20％の「低炭素ガソリン」の供給開始を追求。
• 「バイオディーゼルの導⼊を推進」

• 「電動⾞」の新⾞販売100％化
• 電動⾞：EVだけでなく燃料電池⾞(FCV)、ハイブリッド⾃動⾞(HEV)、プラ
グインハイブリッド⾃動⾞(PHEV)を含むもの。

• HEVを含めているのが⽇本の特徴（＝既存⾃動⾞メーカーの保護が⽬的とみ
られる。）。EVをほとんど無視していることが⽇本の⼤きな特徴。
※ EVは、“柔軟性”供給源の⼀つ。
• 電気⾃動⾞（1回）、電動⾞（8回）
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⑤ 事業環境整備
•⼤規模電源投資
• 原⼦⼒（＋⽕⼒？）を念頭においたもの。
• 原発、⽕⼒の新設を促すものを構築しようとしている。

→ RABモデル、債務保証、⻑期脱炭素電源オークション
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再エネ100％化に向けて
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再エネ100％化とは何か
•再エネ100％化
• 電⼒の再エネ100％化
• エネルギー消費の再エネ100％化

※⽇本の再エネ⽬標は電⼒のみで、⾮常に低い⽬標。
•エネルギー基本計画（2025）は、⽇本の敗北を決定づけるもの
となる。
•必要なのは、エネルギー消費の再エネ100％化
• 電⼒の早期の再エネ100％化とPower to X
• 燃料の再エネ燃料化
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なぜ再エネ100％か
•再エネ100％は現実的課題
• 電気は全て再エネ
• 電⼒部⾨以外も再エネ化

• Power to X という視点からみれば、再エネ数百パーセント

•環境保全性、経済性、エネルギー安全保障、安全性
• 安全性：社会に決定的な危機をもたらさない
• 環境保全性：気候変動対応
• 経済性：最も安価で、将来的にもコスト低減がみこまれる。
• エネルギー安全保障：国内資源、無尽蔵
• 発展性：社会と経済の発展が⾒込まれる。
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なにが再エネ100％をはばむのか
•科学的議論なしの政策形成
• ”エネルギー⼀家の家族会議“

•既存産業への不必要な配慮
• 陳腐化した産業の維持がされてしまう。
• 世界から取り残される。
• ⽇本経済全体の⼀層野衰退が避けられなくなる。

•構造転換による雇⽤喪失の懸念
• 経済全体としては雇⽤拡⼤、地域活性化につながる
• 個々の労働者への影響がないように雇⽤⽀援サービス等の措置をとる
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どのようにすべきか
• 気候・エネルギー政策の構造を根本から変える

• GX推進法、GX脱炭素電源法を廃⽌または改正する
※ GX推進機構、⽇本型カーボンプライシングのあり⽅⾃体が問題

• 経済/社会構造転換対策を早急に整備する
• 経済全体での雇⽤は増加する
• 個別におこる雇⽤、地域経済への負の影響を回避する

• 政策決定プロセスを根本的に改める。
• 経産省⽀配を無くす。
• 業界の意思を背負った委員による意⾒表明の場となっていてほとんど意味がない。

批判的⾒解を取り⼊れた、イノベーティブな政策形成プロセスを形づくる。
• ⽇本学術会議等、政府から独⽴した科学的機関に、政策決定プロセス、審議会プロ

セスの改⾰⽅法について諮問する。
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